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                   事務の合理化について（通知）

  公共事業等の事業を促進し、職員の事務負担の軽減を図るため「事務の合理化要領」を別紙のと
おり定め、工事執行について、今後この要領により取り扱うこととしたので、遺憾のないようにし
てください。
  なお、この要領に明示されていない事項については、諸規則の改正、諸通知により定めます。
（別添）

                              事務合理化要領

  公共事業等の工事の円滑な促進を図るとともに、職員の事務負担を軽減するため、県の執行に係
る土木工事等について事務の簡素化、合理化等を図ることとする。
１．調査設計委託について
（１）調査設計委託のうち、設計委託については、今後積極的に外注することとし、コンサルタン
    ト等の育成指導を行い、年次的に技術職員の事務負担を軽減する。また、今後調査設計委託の
    設計、監督および検査体制を強化するよう検討する。
（２）各種委託設計の積算基準等の整備作成を行い、運用実積により今後その決定に努力し、標準
    化、統一化による能率の向上と簡素化について検討する。
（３）委託業務の所長委任額について、物価指数の上昇、事務量の増大を考慮して決定し、今後そ  
    の拡大について配慮する。
（４）小額の委託業務について、事務手続の簡略化を検討し、前項の主旨に沿いその拡大について
    配慮する。
２．設計事務の簡素化について
（１）土木工事設計標準の利用効率の向上を図るため、歩掛の金額表示および統一単価表の作成に
    ついて積極的に実施する。
（２）設計にあたっては、全日本建設技術協会発行の建設省制定土木構造物標準設計を活用するこ
    ととし、建設業協会、登録建設業者に対しその常備活用を指導し、受入れ態勢が整えば記号表
    示方式により図面を省略することとする。
      また、上記土木構造物標準設計にない構造物についても、普遍的なものは、県独自の構造物
    標準設計を逐次作成整備して活用を促進し、前記と同様の取り扱いとする。
（３）単県工事（単県災害を除く）について、小額の単純工事の施行にあたっては、事務手続の簡
    略化を検討する。
      また、用地買収が伴わず、設計内容の単純な所長専決工事および上記を適用しない工事につ
    いて、次のように簡素化を図るものとする。
    ア  平面図は、５万分１図に位置または区間を示し、引き出し線により延長等を記入し、余白
      に簡単に位置の説明あるいは写真により施工位置を表示したものとする。
    イ  横断面図は、標準（平均）断面で行い、必要により適宜その数を増し、通常５万分１図に
      ちよう付するものとする。
    ウ  縦断面図は、特に必要なものを除き省略する。
    エ  構造図、詳細図等は必要に応じ添付する。
    オ  図面を省略したことにより完成検査の確認に支障がないよう、監督員は請負業者に出来形
      図等関係資料を提出させ整備するものとする。
（４）設計書（内訳書、明細書）に表示する数量単位は、下表のとおりとする。



      

          注  数量表示を行う場合の取りまとめ方については、表示単位以下は４捨５入とする。

（５）図面の着色については、次のとおりとする。
    ア  単県工事は全面廃止を原則とし、横断面図、構造図等で一葉中の全図が全施行の場合は着
      色しないこととし、平面図、縦断面図は引き出し線より施行区間の表示をするものとする。
        ただし、当該図面に完成、未完成、暫定等のある場合の区分は従来どおり着色し、一部施行
      の場合は、当該図を赤わくで囲むことにより表現するものとする。
    イ  補助工事については、正本のみ１部従来どおり着色を行うこととし、副本等については単
      県工事に準じて作成するものとする。
（６）省略し得る単価表をできうる限り追加するよう積極的に検討する。
（７）設計数量計算書（用地関係を除く。）の添付は、土量等の総括計算表のみとし、個々の計算
    表の添付は省略する。この場合において、審査に慎重を期し、責任の所在を明確にするととも
    に、省略した計算表は出先機関において副本（所長専決の場合は正本。）につづり込み保管す
    るものとする。
３．変更設計について
（１）工事延長、幅員、主要構造物の形状寸法に異動なく、付帯、付属構造物で工事目的、効用に
    影響ないものについて、設計変更に基づく金額の増減が元設計金額の１．５％未満の範囲で、金
    額においての増減が１０万円を越えないときは、軽微な変更とみなし、設計変更をしないものと
    する。ただし、減額になる場合において、変更設計請負対象金額が請負金額を下回るときは適
    用しない。
（２）単県工事で所長専決に係るものの設計変更は、起工設計書の上欄に災害査定設計書の訂正要
    領に準じ、変更数字等を記入して変更設計額を算出し、変更伺を起工伺設計書の上に添付して
    伺うものとする。
（３）前項以外の工事の設計図書については、次のように取り扱うものとする。
    ア  設計内訳書、明細書は、二段書き様式とし、赤書きはしないものとする。
    イ  設計図面のうち、異動のない設計図、元設計図および廃止の図面の添付は省略し、省略の
        経緯表を図面袋にちょう付するものとする。
    ウ  工事別のある設計書で異動のない工区の設計図書は添付を省略し、総括表で整理表現する
        ものとする。
    エ  図面の赤黒対象については線のみとし、数字はｌ５０のように２本線消去により対象するも
        のとする。
４．承認申請について
    工事施工監督上必要とする承認申請は、諸規則、諸通知等によるもの以外は、監督権限で措置す
  るものとする。
    なお、設計図書に規格または銘柄を明記した材料、あるいは製品については、承認申請の対象
  とせず監督員が規格、銘柄および品質等を確認検査するものとする。
５．この要領は、昭和４８年５月１５日から適用する。
    変更設計についての（３）アの二段書きは下記のとおりとする。

                                  記

１  設計内訳書、明細書の変更数字はすべて上段書きとし、元数字は下段書きとし一本線で薄く
  消去する。
２  異動のない場合はそのままにし、廃止のものは元設計の数字を一本線で消去したうえ、廃止
  の印を費目の欄に押す。また新規のものは、新規という印を費目の欄に押す。
３  昭和４８年１２月１日から適用する。


